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武蔵野市財政援助出資団体経営改革プラン取組状況 平成22年度末

（対象団体：財団法人武蔵野文化事業団）

(1) 経営健全性の確保

団体ごとの経営改革プランの着実な実施

取組目標

団体は、経営等が困難な状況に陥った場合は、経営者の民事上の責任などが問われ

ることを自覚し、健全な経営を行う。市の団体所管部課は団体の経営状況を的確に把

握し、健全な経営を促すよう指導監督を行う。

市の団体所管部課は団体が自主的に経営改革を推進するよう、平成 22 年度を初年度

とする３か年の経営改革プランを平成 21 年度に策定し、それに基づき、健全な経営を

行うよう要請する。

年度 指導監督内容 取組状況

Ｈ22 市経営改革プラン及び団体の経営改革プラ

ンの着実な実施。

おおむね着実に実施された。

Ｈ23 市経営改革プラン及び団体の経営改革プラ

ンの着実な実施。

年
次
計
画

Ｈ24 市経営改革プラン及び団体の経営改革プラ

ンの着実な実施。平成 25 年度を初年度とす

る経営改革プランを策定する。

団体に対する運営費補助と委託料の精査

取組目標

市から団体への財政支出は、団体の運営等に対する補助金と団体への事業委託との

区分を明確にする。運営費補助については、厳しく内容を精査し、団体の自立的な経営

努力を促進するために必要最小限とする。また、事業委託については、類似の民間企

業との競争を前提に金額を算定し、常に費用対効果の検証を行う。

年度 指導監督内容 取組状況

Ｈ22 管理委託料については、節減に努め、削減

成果は市に返還させる。事業費委託料は、

収入増を図り、特色ある事業を展開するよう

要請する。美術館は魅力ある展示を行い、入

館者の増加を図るよう要請する。

経費の節減に努め、指定管理料の一部が市

に返還される予定である。震災により 3 月の

事業中止と及び４月以降の事業招聘の変更

や予算の組み直しなどを行なった。美術館

は企画展が好評を博し、入館者数は 36.3％

増加した。

Ｈ23 管理委託料については、節減に努め、削減

成果は市に返還させる。事業費委託料は、

収入増を図り、特色ある事業を展開するよう

要請する。美術館は魅力ある展示を行い、入

館者の増加を図るよう要請する。

年
次
計
画

Ｈ24 管理委託料については、節減に努め、削減

成果は市に返還させる。事業費委託料は、

収入増を図り、特色ある事業を展開するよう

要請する。美術館は魅力ある展示を行い、入

館者の増加を図るよう要請する。
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(2) 事業評価の導入と事務事業の見直し

事業評価の導入と事務事業の見直し

取組目標

団体は組織の目的・目標を明確化し、それらが適正に果たされているかを毎年評価し、

目的・目標の達成に向けて効果的かつ効率的な事業実施を行うとともに、事務事業の

不断の見直しを行う。市の団体所管部課は、団体の自己評価結果を踏まえ適切な指導

監督を行う。

年度 指導監督内容 取組状況

Ｈ22 ①事業②財務③人事・組織について、経

営改革プランに基づき経営目標を立て、

その実施状況を評価するよう要請し、その

結果を評価したものを市のホームページ

で公表する。また、改善が必要な点につ

いては、指導を行う。

①アルテ友の会会員数目標8,000 人には届

かなかったが、97％（7,787 人）の達成率だ

った。また独自招聘事業やダイレクトメール

の送付などを行った。②震災により 3月の事

業中止と及び４月以降の事業招聘の変更や

予算の組み直しなどを行なった。ダイレクトメ

ールの送料を競争により削減を図った。③

退職分について、固有職員の採用試験を実

施した。接遇、個人情報保護等の研修がＯＪ

Ｔで行われた。

Ｈ23 ①事業②財務③人事・組織について、経

営改革プランに基づき経営目標を立て、

その実施状況を評価するよう要請し、その

結果を評価したものを市のホームページ

で公表する。また、改善が必要な点につ

いては、指導を行う。

年
次
計
画

Ｈ24 ①事業②財務③人事・組織について、経

営改革プランに基づき経営目標を立て、

その実施状況を評価するよう要請し、その

結果を評価したものを市のホームページ

で公表する。また、改善が必要な点につ

いては、指導を行う。

(3) 指定管理者制度への対応

指定管理者制度への対応

取組目標

指定管理者に指定されている団体は、将来の公募を視野に入れ、公共的団体の信用力を

活用し、先駆的なサービスを開発・実施するとともに、サービスの向上及びコスト削減を進

める。

年度 指導監督内容 取組状況

Ｈ22 団体は実施するモニタリング調査等により利

用者満足度の把握を行い、その結果に基づ

きサービス向上に努める。合わせてコスト削

減に努める。なお、改善が必要な点につい

ては、指導を行う。

モニタリング評価結果報告書に基づいて検

討を行う。

Ｈ23 団体は実施するモニタリング調査等により利

用者満足度の把握を行い、その結果に基づ

きサービス向上に努める。合わせてコスト削

減に努める。なお、改善が必要な点につい

ては、指導を行う。

年
次
計
画

Ｈ24 団体は実施するモニタリング調査等により利
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用者満足度の把握を行い、その結果に基づ

きサービス向上に努める。合わせてコスト削

減に努める。なお、改善が必要な点につい

ては、指導を行う。

(4) 団体職員の人材育成と財政基盤の強化

団体職員の人材育成と財政基盤の強化

取組目標

団体は、将来の団体経営を担う人材育成を強化するため、市・団体間の人事交流によ

る研修や団体内における職員研修を強化し、中長期的視点をもって人材育成に取り組

む。団体職員の仕事に対する自覚と意欲を高める。また、団体職員の高齢化に伴う人

件費の増加も予想されるので、より一層効率的な経営を行い、財政基盤を強化する必

要がある。

年度 指導監督内容 取組状況

Ｈ22 ○団体経営を担う人材育成の強化のため、

様々な職員研修を実施するように要請する。

○団体の財務状況が良好なものとなるよう、

管理経費を削減するように要請する。

退職分については固有職員の採用試験を

実施した。契約期間を定めた職員が多いた

め、経営を担う職員の人材育成の観点から

勤務評定制度の試行や内部登用制度の試

行などを行っている。管理経費の削減にも努

めている。

Ｈ23 ○団体経営を担う人材育成の強化のため、

市との人事交流を行うように要請する。

○団体の財務状況が良好なものとなるよう、

特色ある事業の増加による事業収入を拡

大するように要請する。

年
次
計
画

Ｈ24 ○団体経営を担う人材育成の強化のため、

様々な職員研修を実施するように要請する。

○団体の財務状況が良好なものとなるよう、

自主事業収入を増加するに要請する。

( 5 ) 人事・給与制度の見直し

人事・給与制度の見直し

取組目標

団体は、都または東社協の給料表の適用を原則としているが、今後は市の財政支援の

縮減も念頭に、団体の経営・財政状況等に見合った適正な給与制度に見直す。また、

職員個人の能力・実績に応じた給与制度を導入し、職員の意欲向上を図る。指定管理

者の選定は公募が原則であることを念頭に、指定管理者の指定を受けている団体は、

将来の公募を視野に入れ、類似の事業を行う民間企業等の給与水準の動向等も勘案

し、適正な給与制度の構築及び運用を行う。

年度 指導監督内容 取組状況

Ｈ22 団体の経営・財政状況等に見合った適正

な給与制度に見直しとともに、職員の能力

・実績に応じた給与制度の導入を検討す

る。

減額改定を行うとともに、将来の能力・実績

に応じた給与制度の検討として、勤務評定

制度を試行した。

Ｈ23 団体の経営・財政状況等に見合った適正

な給与制度に見直しとともに、職員の能力

・実績に応じた給与制度の導入の検討を

要請する。

年
次
計
画

Ｈ24 団体の経営・財政状況等に見合った適正

な給与制度に見直しとともに、職員の能力
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・実績に応じた給与制度の導入を要請す

る。

(6) 組織・職員数等の適正化と目的・目標達成に向けた効率的運営の推進

組織・職員数等の適正化と目的・目標達成に向けた効率的運営の推進

取組目標

団体の組織・職員数等のより一層の適正化に向け、少数精鋭の徹底、柔軟な勤務体制

の導入、更なる民間活力手法の導入を行う。職員の仕事に対する意欲の向上を図るた

め、組織の目的・目標を明確に示す。また、嘱託職員、アルバイトなど多様な形態の人

材活用を図る際には、それぞれの果たすべき職務や責任の内容を明確にし、各々が

意欲を持って働ける人材活用を図る。

年度 指導監督内容 取組状況

Ｈ22 団体の組織・職員数のより一層の適正化を要

請する。また、職員の仕事に対する意欲の向

上を図るため組織の目的・目標の明確に示

し、意欲を持って働ける人事活用を図ること

を要請する。

契約期間を定めた職員が多いため、プロパ

ー職員の採用の検討、嘱託職員を対象とし

た内部登用制度を試行した。また組織の簡

素化に向けて、規程の改正を行った。

Ｈ23 団体の組織・職員数のより一層の適正化を要

請する。また、職員の仕事に対する意欲の向

上を図るため組織の目的・目標の明確に示

し、意欲を持って働ける人事活用を図ること

を要請する。

年
次
計
画

Ｈ24 団体の組織・職員数のより一層の適正化を要

請する。また、職員の仕事に対する意欲の向

上を図るため組織の目的・目標の明確に示

し、意欲を持って働ける人事活用を図ること

を要請する。

(７) 情報公開の更なる推進

情報公開の更なる推進

取組目標
団体はホームページ等を通じ、寄付行為や定款、事業計画、財務諸表、事務事業評

価、役員報酬などを市民に分かりやすく公表し、団体の信頼性の向上を図る。

年度 指導監督内容 取組状況

Ｈ22 HP の確認を行い、上記取組目標に記載さ

れた内容が HP に掲載されるよう要請すると

ともに、市民に分かりやすい情報公開を行う

よう要請する。

ホームページには各種資料を公表してい

る。

Ｈ23 団体が HP 等により市民に分かりやすい情

報公開を行うよう要請する。

年
次
計
画

Ｈ24 団体が HP 等により市民に分かりやすい情

報公開を行うよう要請する。

(８) 武蔵野市財政援助出資団体経営懇談会

武蔵野市財政援助出資団体経営懇談会（市と団体間、団体相互の連絡調整の強化）

取組目標

市の団体に対する指導監督の基本方針の周知、その実施方法の検討、市と団体相互

の連絡調整、各団体が抱える課題の情報共有、各団体が実施する類似の事業の再編

等を行うため、市長と団体の経営者による武蔵野市財政援助出資団体経営懇談会を毎

年実施する。
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年度 指導監督内容 取組状況

Ｈ22 経営懇談会において、団体の現状及び課題

について情報交換を行い、経営改善に努め

るように要請する。

理事長が出席し、情報交換をし経営改善の

参考とした。

Ｈ23 経営懇談会において、団体の現状及び課題

について情報交換を行い、経営改善に努め

るように要請する。

年
次
計
画

Ｈ24 経営懇談会において、団体の現状及び課題

について情報交換を行い、経営改善に努め

るように要請する。

(９) 公益法人改革への対応

公益法人改革への対応

取組目標

平成 20 年 12 月１日から公益法人改革が始まり、社団法人・財団法人は特例民法法人

に移行した。これらの団体は今後５年以内（平成25年11月30日まで）に、一般社団法

人・一般財団法人又は公益社団法人・公益財団法人に移行しなければならない。当面、

一般社団法人・一般財団法人化する団体にあっても、市の財政支援を受け公共の一端

を担っていることや、公益法人という名称を取得することにより外形的信用性を高めら

れることを鑑み、早急に公益社団法人・公益財団法人化を図るよう努める。

年度 指導監督内容 取組状況

Ｈ22 公益財団法人化へ移行するように努める。 平成23年 4月 1日公益財団法人化への移

行登記申請に向けて準備を行ない、都から

内定を得た。

Ｈ23

年
次
計
画

Ｈ24


